




















はじめに 

高齢化が進む中でハイリスク妊娠の母体年齢依存性を分析することは非常に重要なことで

ある。しかし,ハイリスク妊娠と一口で言っても,それは種々のリスク因子が複雑にからん

だ結果として生ずるものであり,個々のリスク因子にさかのぼってその年齢依存性を知る

為には膨大でかつ詳細な情報が必要となる。そのため,ハイリスク因子の母体年齢依存性に

関する研究は今まではほとんど報告されておらず,個々のリスク因子に年齢依存性が有る

のか無いのかについてその傾向を知るだけでも臨床的にも大きな意義がある。 

種々のリスク要因が最も顕著な形で表面化した結果生じたものが胎児,新生児時期での死

亡と考えられる。それ故,ハイリスク妊娠を研究する上で,このような死亡症例は我々に非

常に貴重な情報を提供しているであろう。ところで,我が国の周産期死亡率は対 1000 妊娠

当りおよそ 13.2%と低く,多くの要因が複雑にからみあったリスク因子を分析するに当っ

て,一つの施設で統計的に充分な数の周産期死亡症例を集める事は困難である。そこで,昭

和 50 年に産婦人科学会の中に周産期管理登録委員会が発足し,全国的な規模で周産期死亡

統計調査が行われ,報告(1)されてきた。実際の調査では,2 種類の情報が収集されている。

その一つは,上記委員会で承認され登録を受けた病院施設での年間の生産数,死産数,周産

期死亡の主死因などの件数情報であり,今一つは委員会内の施設に限定して,個々の死亡症

例毎の病歴サマリー情報である。 

件数調査に参加する登録施設の数は,委員会内施設も含めて,昭和51年の段階ですでに200

を越え,その後漸増し昭和 61年度の集計では 249 施設になっている。また集計される件数

も昭和56年の段階ですでに我が国の全生産数の10%に達し,昭和61年度の統計では全生産

数の 12.4%の情報が集められている。この数から見ても,周産期死亡の主死因別頻度などに

関しては高い信頼性で予測されていると考えてよい。 

他方,病歴サマリーは,委員会内施設での周産期死亡症例の中で後期新生児死亡を除く病歴

情報である。委員会内施設の数は 23 前後あり,そこで毎年収集される周産期死亡数は登録

病院全体で得られる周産期死亡件数のおよそ 11.8%,言い換えれば我が国の全周産期死亡

症例の約 1.46%が毎年収集されていることになり,これも非常に貴重なデータベースであ

る。症例数だけを見ると,現在すでにかなり詳細な分析が出来る程度のデータベースになっ

ている。しかし,これは周産期死亡例に限定した情報であり,生産例をも含めた母集団の年

齢分布の情報が欠けていることもあって,年齢毎のリスク因子などの分析は行われていな

い。今回,母体の年齢分布などに関して東京都母子保健サービスセンターから資料提供を受

ける機会が有り,これをもとに母集団の分布を予測し,ハイリスク因子の母体年齢依存性の

有無についての予備的な分析を試みたので報告する。なを,周産期死亡サマリーについては,



すでに平成 2年度分までの情報が集積されているが,今回の分析では,上記委員会による紙

上での報告(2)の済んだ昭和 56 年から昭和 62 年までの 7 年間のデータ(生産数 101212,死

亡症例数 1944 件)を使用した。 


